（連合）政策ニュースレター第432号

新たな総合事業を訪問介護と通所介護に限定する案が示される

第52回社会保障審議会介護保険部会報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

社会保障審議会介護保険部会の第52回会合が11月14日、都内で開催された。

この間、議論が続けられてきた予防給付の見直しについて厚生労働省は、訪問介護と通所介護に限定して新たな総合事業の中で提供することとし、残りのサービスは従前どおり予防給付としてサービスを提供するという考え方を提案した。また、費用負担の公平化をはかる方策として議論されてきた利用者負担割合の引き上げと補足給付の見直しに関して、財政影響の推計が示された。

部会の中で連合の平川委員は、予め提出した意見書（別紙）に沿って、①予防給付の見直しと地域支援事業の充実については慎重に検討すべき、②地域包括支援センターの機能強化に向けた財源確保と権限強化が必要、と強調した。また、費用負担の公平化に関連し、「第2号被保険者への給付は16の特定疾病に限定されており、第1号被保険者と大きく異なる。若年性認知症の方の場合は、収入が減ったり、あるいはまったくなくなったりする実態があるなど大変厳しい。一方で、保険外サービスを利用しているなど、若年性認知症の方に対するサービス提供体制は果たして整備されているのかという課題もある。したがって、第2号被保険者の取り扱いを第1号被保険者と同列で議論することには無理がある」と指摘した。

その他委員の主な意見は以下のとおり。

（１）費用負担の公平化

【委員】今後介護事業費が増大していくことを鑑みると、高齢者を一律に低所得者とせずに所得に応じた利用者負担へ見直すことはやむを得ない。同時に、財政基盤として国費負担の拡充が必要。その際、高所得の利用者を特定する事務が煩雑にならないよう配慮が必要。補足給付における資産の勘案については、必要性は認めるものの現実的には事務負担が大きく、現実的な手法を提案すべき。

【委員】単身者280万円以上で2割負担ということだが、一般庶民の感覚として280万円が高所得だとは思えない。2割負担にすることがサービスの利用抑制を招き、要介護度を重度化する懸念があるのではないか。

（２）予防給付の見直しと地域支援事業の充実

【委員】予防給付の移行については、市町村によって財政的格差があり、基盤整備の状況が大きく異なるという実情を踏まえて検討すべきであり、移行期間の設定も念頭に議論すべき。その意味で、訪問介護と通所介護から徐々に移行していくという方向性は良いのではないか。今後策定する国のガイドラインによって、適切な支援を講じていただき、同時に、利用者が混乱しないよう十分な準備期間の設定と広報・周知を行うべき。財源に一定枠を設定する際は、個々の事例に応じて弾力的な対応ができるようすべき。

【委員】保険料は保険給付に充てることが基本であり、市町村の裁量で行う事業に第2号被保険者の保険料が引き続き充てられ、現役世代に負担を強いるのは制度設計に無理がある。財源から第2号被保険者の保険料を外すべき。

【委員】市町村の体制や財政力が非常に大きく、例えば介護保険の実地指導にも手が回っていないといった市町村がある中で、今回のように総合事業の中に移行していくということが果たしてできるのかどうか。そのことで市町村の格差が拡がってしまわないか。同じ保険料を払っているのに受けられるサービスが大きく違ってしまうというようなことがありはしないかということが心配される。 

【委員】ボランティアの方がある程度研修を受けたとしても、質の高い予防サービスを提供できるのか。基本チェックリストを用いるだけで適切なアセスメントができるのかという問題もある。地域包括支援センターの強化においては、介護福祉士の配置を要件づけるなど、人員体制を拡充すべき。

【委員】予防給付を新たな総合事業に移行することで、報酬単価はこれまでと同じかそれより引き下げられることが考えられる。これによって事業者が撤退する恐れもあり、そうならないよう全国共通のガイドラインを策定して対策を講じるべき。

【委員】要支援2と要介護1を行き来するような利用者は決して珍しくない。その場合、要支援2では地域包括支援センターでサービスを受け、要介護1ではサービス事業者で介護給付を受けるということになる。利用者が認知症であったりすると、本人も非常に混乱する。このような事態を避けるため、要介護認定の平準化をはかる手立てを充実すべき。 

※介護保険制度改定に関する意見は次ページを参照してください。
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介護保険制度改定に関する意見

Ⅰ．予防給付の見直しと地域支援事業の充実について

事務局案として提案されている「予防給付の見直しと地域支援事業の充実について」は、以下の点について指摘するとともに、慎重な検討を求めます。

１．社会保険制度の原則にかかわる問題

○　新しい総合支援事業の財源構成では、公費と１号に加え、２号の保険料が財源とされています。社会保険の仕組みは、保険料の納付があり、その納付の権利として個人への給付が担保される仕組みとなっています。しかしながら、新しい総合支援事業は、あくまで市町村の裁量で決められるものであり、事業に対する被保険者の権利性は低くなります。このことから、制度設計の仕組みに問題が生じるのではないでしょうか。

○　介護保険制度は、要介護認定によって給付の権利が生まれる仕組みとなっていますが、新しい総合支援事業によって、自治体の財源に左右される給付となったり、認定そのものが自治体の財源に左右される懸念があるため、あらためて公正な介護認定の仕組みも含めて、議論されるべきではないしょうか。

○　介護保険制度の財源は、保険料と公費で折半しており、給付が伸びれば、公費・保険料も伸びていく仕組みとなっています。しかし、新しい総合支援事業では、財源保障の仕組みが十分ではなく、サービスの質と量の低下につながるのではないでしょうか。

２．自治体間格差が拡大する問題

○　新しい総合支援事業は「運営基準や人員基準、単価等について柔軟に設定できる」とされていますが、地域資源の有無でサービスに格差が生じるのではないでしょうか。

○　給付に対する国費の投入が比例しないため、これまでの供給量を維持しようとすると、地方自治体の負担が増大していきます。また、財源が厳しい自治体は、供給量と質の低下を進めていくところも生じるのではないでしょうか。

○　新しい総合支援事業の導入により、ボランティアやＮＰＯ法人等を活用した結果、既存の介護職員の処遇低下や、社会的地位の向上の流れが滞らないように配慮が必要なのではないでしょうか。

３．サービス水準が低下しかねない問題

○　これまでの介護予防給付と自治体の単独事業を一体的なものとすることは、一見、連続性のある事業に見えるものの、単独事業は給付単価が低いものが多く、結果として給付水準の低下につながる可能性があるのではないでしょうか。

○　新しい総合支援事業の導入の結果、サービス水準の切り下げとなった場合は、介護職員の処遇の低下と、事業者の撤退につながり、サービス提供体制に大きな影響を与える可能性があるのではないでしょうか。

○　新しい総合支援事業によるサービスは、柔軟な運営基準によるとしていますが、事業所においては、職員の兼務の可否、資格など、介護保険給付との整合性の問題が生じるのではないでしょうか。

Ⅱ．地域包括支援センターの機能強化について

　地域包括支援センターの機能強化は、地域包括ケアシステムの構築に向けて、重要な課題です。その機能強化に向けては、財源と権限の強化が不可欠と考えます。

○　地域包括支援センターにおけるネットワークづくりは、設置自治体の責任を明確にする必要があるのではないでしょうか。

○　設置運営は、地域支援事業交付金と予防給付のケアプラン経費で賄われていますが、職員配置や委託料などは、一般会計からの持ち出しもあります。このことから、地域包括ケアシステムの構築に関わっては、地方交付税措置などについても検討すべきではないでしょうか。また、介護予防ケアプランの単価の改善も検討が必要ではないでしようか。

以上

